第２章　世銀のひと

リン・スクァイアーの巻　：貧困問題の研究 

世界銀行のキャッチフレーズは、「貧困」である。２０００年の「世界開発報告」のテーマは、貧困であった。 WDI[1]は、２０１５年までに貧困層人口を半分にするという目標は、達成可能ではあるが難しいと発表した。その資料によれば、１日１ドル以下の所得の人々は、１2億人である。世銀総裁が頻繁に引用するのは、１日２ドル以下の所得の人が２００１年に約４０億人である。人類の３分の２が貧しい生活をしている。

ところが、その貧困問題は、これまでと取り扱いが変わってきている。たとえば、グローバル・デベロープメント・ネットワーク[3]は、リン・スクァイアーをヘッドとして世界の研究機関に基金や賞金を開発研究に提供している。スクァイアーが有名なのは１９９０年に貧困に関する「世銀開発報告」である。

ほとんどの世銀の研究は、数量的な相関関係を求める。例えば、エイズの患者の数が増えると経済成長率が小さくなる。そして、近年の特徴は、ほとんどの分析が貧困の減少との相関関係を調べる。エイズの患者が減れば、貧困が減るのかという関係である。
世界銀行の開発フレームワークとして、市場機能を利用して貧困減少を進めようとする考え方は、これまでと変わらない。世銀の役割は、政府や制度の能力を向上させることであると明記してある。そして、９０年代前半まで流行した「構造調整」というテーマは消え、２００１年４月１8日からの「開発経済年次世銀総会」では、汚職の決定要因、規制の政治経済学、民主主義と分析化、農村開発などがテーマとなった。 

デビッド・タラーら[2]は、経済成長が貧困の解決に有効であるというデーターを示している。この議論になると貧困問題が経済成長論に戻ることになる。ダラーについて次に紹介する。

WDI, World Development Indicator 2000, 2000

Dollar, D.,A.Krray, Growth is Good for the Poor, 2000

デビッド・ダラーの巻：グローバリゼーションと所得格差

　２０００年の５月１０日に「人事交流事業」の第１回の会議が開かれた。その会議の冒頭でウォルフェンソン総裁は、世銀と民間企業との協力を何度も訴えた。両者の交流による人材育成なくして、途上国の経済成長はない。また､総裁は､世界の途上国の貧困減少も強調した。

  そこで､重要な研究課題の１つとなっているのが、「経済成長と貧困減少との関係」である。この問題に対して取り組む世銀で今をときめく学者といえば、デビッド・ダラーである。ある日彼の事務所を訪ねると、これからローレンス・サマーズの所に行くところだと行った。サマーズは、当時のクリントン大統領政権における財務長官である。私はその前日にサマーズに会っていた。もっとも、個人的にではなく、ボルチモアの野球場で外野席から投手のたつマウンドにいるサマーズをみたと行った方が正確である。ボルチモアは、ワシントンから９５号の高速道路を使って車で１時間の所である。その野球場での試合の始球式にサマーズ財務長官が登場していた。その話をダラーにすると、サマーズと会うときに話題にしようといって去っていった。

  ここ数年のダラーの研究は、総裁のキャッチフレーズである｢貧困減少｣と世銀のオペレーションを総合する。これを３段階に分けて説明する。

  第１に､その重要な研究は、「アセシング・エイド」(1998)に始まる。この本は、世銀ブックストアーのベスト・セラーの１つである。（注１）その結論の１つが、「悪い政策を採る国への援助は有効ではないが､良い政策の国への援助は効果的である」というものである。したがって、良い政策を採るための知識が途上国は必要であり、ノレッジ・バンク（知識銀行）としてその知識を提供する世銀の役割が重要となる。つまり、ノレッジ（知識）を途上国に世銀が提供することによって、途上国の政策策定能力などを高める役割である。この役割が、いわゆる「キャパシティー・ビルディング」である。

  第２に､彼の次の研究は､｢経済成長が高くなれば、貧困層の所得も高くなる｣という結論である（注２）。これは､いわゆる「貧困と成長の関係」の議論に一石を投じる。というのは、世銀の援助で開発が進み、経済が成長しても、貧困層の経済状況はよくならないのではないかという批判がエコノミストのなかにあるからである。デビッド・ダラーは、1人当たり成長率と所得階層が２０％以下の所得の伸び率に正の相関があることを発見した。つまり、経済が成長すれば､貧困が減少するという関係である。この統計処理と計量分析に彼のセンスの良さが光っている。この種の計量分析に対しては、この統計的関係を裏付けるメカニズムの説明が必要であるという批判が、日本ではある。

  第３に､そのメカニズムの話になると問題になるのが、グローバル化と所得格差の関係である。ここで、彼は、貧困と所得格差を区別して考える。貧困とは､具体的には１日の所得が２ドル以下の層である。所得格差とは､富裕層と貧困層の所得の差である。デビット・ダラーが現在進めている通常はあまり公表しない研究内容にまで立ち入って説明してくれた。その今後の研究の課題は、グローバル化を3つの点から把握する。（１）財の貿易､（２）直接投資の移動、（３）間接金融資本の移動である。これらが、所得格差に及ぼす影響を見る。ただし、所得格差を２つの指標でとらえる。１つが家計所得で見た格差、もう1つが賃金格差で見た所得格差である。彼は、これらの2つの指標で結論が異なると予測する。これは、一般的にいわれるグローバル化が富裕層と貧困層の所得格差を拡大するという通説を覆すものである。ともあれ情報技術（IT）革命が、所得格差に悪い影響をもたらすのか、所得格差の縮小に繋がるのか､これが重要研究課題であることはまちがいないようである。特に､世銀などの国際機関が民間企業と協力していくときに問題となる。世銀の最大の問題に挑戦している。

注1） http://www.worldbank.org/research/aid/presentation/sld005.htm

注2） http://www.worldbank.org/htm/prdmg/grthweb/absddolakray.htm

ウイリアム・イースタリーの巻：経済成長

世銀で世界的に著名な学者の1人が、ウイリアム・イースタリーである。経済成長の分野での貢献は、1990年代に「政治経済と成長」の関係を計量的に分析したことである。それは、たとえばサマーズ米国財務長官との共著の「成長は、良い政策のおかげ、ただの好運？」という論文にある（注1）。

　彼は、世銀のキャッチフレーズが貧困減少であるなかで、そのための自由市場、自由貿易、経済インセンティブの重要性を説きつづけてきた。また、債務救済は、一国に実施すれば、その国は再び期待をするし、他の国も債務を払わなくなるのですべきではないと主張する。いわゆるモラル・ハザードの問題である。

　２００１年だけの研究に限定しても、経済成長に関する論文は多く、その結論も興味深いものである（注２）。列挙してみよう。経済成長率の各国の違いは、資本蓄積の違いでは説明できない。資本蓄積は継続しているが、経済成長はバラバラである。各国の成長は、収束するというよりは格差が広がっている。技術に対する収穫逓増があり、貧しい国は貧しいままで、富める国は、ますます豊かになっている。ともあれの通説に対するイースタリーの反論は、今後の研究の大いなる参考となる。

　最も新しい研究は、「失われた20年、そして来るべきブーム」である（注3）。

途上国の成長は、80年代と90年代を通じて停滞していた。その理由は、OECD諸国の成長率が低かったことと高金利のせいである。途上国の成長は、これらの外的要因で決まる。したがって、OECDの高成長が見込まれる次の10年は、途上国の展望も明るいとイースタリーは言う。ただし、重要な点は、この明るさを享受できる国は、良い政策を採る国に限られる。

　イースタリーの貧困と成長の関係は、「国際機関援助、成長、そして貧困減少」にまとめられた。（注4）　彼の経済成長の分析は、途上国が良い政策をとっているか、貧困減少とどう関係しているかを気にしつつも、通説をくつがえす実証分析を積み重ねている。この成果が、２００２年に本となって出版された。この本を出版した後に、イースタリーはワシントンの研究所に出向した。

（注１）Easterly, W., M. Kremer, L. Pritchett, and L. Summers, “Good  Policy or Good Luck? Country Growth Performance and Temporary Shocks,”Journal of Monetary Economics, Vol. 32, December 1993, 459-483.

（注２）　http://worldbank.org/research/growth
（注３）　Easterly, W., “The Lost Decades….and The Coming Boom?” （注２参照）。

（注４）　Easterly，W.，“Multilateral Lending, Growth, and Poverty Reduction,” NBER, July, 2000.

柴田勉氏：金融危機への対応と健全な金融システム

金融危機への対応と健全な金融システムに関する最近の研究を紹介しよう。1990年代は通貨危機の連続でした。92年ヨーロッパ、94年メキシコ、97年アジア、98年ロシア、99年ブラジルで発生した。98年秋には世界恐慌の到来すら危惧された。

世界銀行研究所・経済アドバイザーの柴田勉氏は、通貨危機の連続した90年代を概観しつつ、金融システムの健全なあり方を検討する論文（経済成長のための健全な金融システムのあり方：The Role of the Sound Financial System for the Economic Growth）を発表した（注１）。レビンとゼルボスは経済成長のために「銀行システム」と「資本市場」の両方が必要だというが、柴田氏は銀行システムだけでも十分だと主張する。途上国は、資本市場の１つである株式市場が発達していない国がほとんどで、銀行システムだけに頼らざるを得ない現状がある。日本のメインバンク・システムは、銀行がモニタリング機能をもち、銀行システムだけで成長した時期もあった。

柴田氏はまた、アジア諸国において株式市場が発達しなかったのは文化的な土壌ではなく、経済発展段階によると論じる。ある段階では、中小企業に対して政府が融資する政策金融も必要である。銀行システムしか存在しない状況で、健全な金融システムを構築せざるをえない。しかし、この議論に決着はついていない。

  1990年代には、ヘッジファンドの動きが特に活発となりました。IMFのラマスクミーらはThe Yen-Dollar Rate: Have Intervensions Matters? （日本の為替介入は有効だったか）を、世銀のカミンスキーらはManagers, Investers and Crises: Mutual Fund Strategies in Emerging Markets（新興市場へのミューチュアル・ファンド戦略）、アート・クライらはCountry Portfolios（国家のポートフォリオ戦略）をテーマに研究論文を準備しつつあるが、 こうした研究を通じても、ヘッジファンドの管理のあり方については、明確な解決策が得られていない。ただし、これは地震の予測と同じで永遠に解決はできないのではないかと思われる。

  経済学の教科書には「金融機関にはルール、透明性、監視（スーパービジョン）が必要である」と書かれている。しかし、短期資本の移動を禁止し、銀行の監視を強化しても、バブルや金融危機は発生する。人にお金に対する欲望がある限り、バブルは起こり、バブルは崩壊し、歴史はそれを繰り返す。そのことを踏まえた上での「危機への処方箋のあり方」に関する研究が求められる。

（注１）Shibata T., ”The Role of the Sound Financial System for the Economic Growth,”
The World Bank Institute, Jan.2000.
（注2）Levine, R. and S. Zervos, “Stock Markets, Banks and Economic Growth,” The American Economic Review, June, 1998. 

（注３）世銀の経済成長に関する最新の研究動向
 http://www.worldbank.org/research/growth/
（Ramaswamy，R. and H.Samiel，”The Yen-Dollar Rate: Have Interventions 

Mattered?.” The IMF, May 2000.

Kminsky G.，R.Lyons and S.Schmukler，”Managers, Investers and Crises:

Mutual Fund Strategies in Emerging Markets,” The World Bank, May 2000.

Kraay A., N. Loayza, L. Serren, and J. Ventura, “Country Portfolios,” The

World Bank, May 2000.）　　　
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